
土地水政策課

総務・国土調査担当

2186

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B37
地籍調査事業費 総務費 企画費 土地対策費 国土調査費

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化 11

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 繰 入 金

決定額 234,272 155,791 5,790 72,691 △6,371

前年額 240,643 159,856 6,535 74,252

令和 3年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

昭和27年度～ 根 拠
法 令

国土調査法第9条の2第1項
国土調査促進特別措置法第3条1項

SDGsｺﾞｰﾙ

SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

 現状の登記簿や公図の多くは、明治初期の測量を受け
継いだもので、正確さに欠けているものも多い。
 そこで、地籍調査（土地の所有者、地番及び地目の調
査並びに境界及び地積の測量）を実施し、地籍の明確化
を図り、境界トラブルの未然防止、公共事業・災害復旧
の円滑化、課税の適正化等に資するものである。
（１） 地籍調査事業          　　　　 233,426千円
（２） 連絡調整等事務費    　　           349千円
（３） 地籍調査準備支援事務費　　　　　   350千円
（４）(公社)全国国土調査会協会負担金      147千円

（１） 事業内容
   ア 地籍調査事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　 233,426千円　
      地籍調査を実施する19市町へ補助金を交付する。(事業費の3/4)　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　イ 連絡調整等事務費　　　　　                                   　　　       　 　           349千円　
　　  市町村が行う地籍調査事業について、県が行う検査や指導等に要する経費。  　 
　 ウ 地籍調査準備支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　350千円
　　　地籍調査を準備する市町へ補助金を交付する。（事業費の1/2以内) 
   エ (公社)全国国土調査協会等負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  　147千円
　　　講習会参加、積算基準等の技術支援、会員間の情報交換を目的として協会活動に参加する。

（２）事業計画
　　 【令和３年度事業計画】 　　
　　　 ア 事業費　　 311,234千円
　　　 イ 事業量　   3.14㎢
     　ウ 補助対象   19市町

（３）事業効果（令和元年度末時点）
   ア 昭和27年度から調査を開始し、県内41市町村において1,032k㎡を実施した。土地区画整理事業地などについて国土
　　　調査法に基づく手続きを行い指定を受けた面積を加えると、調査済面積は1,125ｋ㎡となる。
   イ 令和元年度末の進捗率32%で、全国30位(全国平均52%)である。三大都市圏では11都府県で本県が最も進んでいる状
　　　況にある。
　　　　令和元年度実績　事業量：4.20㎢　　決算額：186,649千円
　　　
　　　　令和元年度進捗率32%　1,125㎢÷3,521㎢(公有水面及び国有林を除いた面積）　

（１） (国1/2・県1/4）市町村1/4
（２） (国1/2・県1/2）
（３）（県1/2）市町村1/2、（県10/10）
（４）（県10/10)

（１）地籍調査事業の地方負担額の8割については、特
　　　別交付税措置あり。

　9,500千円×2.1人＝19,950千円

前年との
対比

― 企画財政部 B37 ―
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